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第50期定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

連結注記表

個別注記表

事 業 年 度

（ 第 50 期 ）

２０２０年３月　１日から

２０２１年２月２８日まで

第50期定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結注記表、個別注記表

につきましては、法令及び当社定款第13条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ

ブサイト（http://www.g-foot.co.jp/）に掲載することにより株主の皆さまに提供してお

ります。

表紙
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連　結　注　記　表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　２社

連結子会社の名称　株式会社プレステージシューズ

新脚歩（北京）商貿有限公司

(2）持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数　　１社

持分法適用の関連会社の名称　イオンスポーツ商品調達株式会社

(3）連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、新脚歩（北京）商貿有限公司の決算日は12月31日であります。

　連結計算書類の作成に当たっては、連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しております。なお、連結決算

日との間に重要な取引が生じた場合、連結上必要な調整を行っております。

(4）会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算出）

時価のないもの

移動平均法による原価法

たな卸資産

商品

店舗在庫：主として「企業会計原則と関係諸法令との調整に関する連続意見書」第四に定める売価還元

平均原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

倉庫在庫：主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）

－ 1 －
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貯蔵品

終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

経済的耐用年数に基づく定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　２～39年

器具備品　　　　　　　２～20年

無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

長期前払費用

期間均等償却

③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ポイント引当金

　主としてポイントカード制度により顧客に付与したポイントの使用に備えるため、過去の使用実績率に

基づき将来使用されると見込まれるポイントに対応する金額を計上しております。

賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を

計上しております。

役員業績報酬引当金

　役員に対する業績報酬の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

－ 2 －
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④　退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。

小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社については簡便法を用いております。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外連結子会社の資産及び負債は在外連結子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定

に含めております。

⑥　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

２．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 7,033百万円

－ 3 －
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３．連結損益計算書に関する注記

減損損失

当連結会計年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 店舗数

店舗 建物及び構築物、器具備品、長期前払費用 北海道札幌市他 109

　資産のグルーピングは、キャッシュ・フローを生み出す 小単位として、店舗を基本単位としてグルーピン

グしております。営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、固定資産帳簿価額を回収できないと判

断した資産グループについて、その帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額976百万円を減損損失とし

て特別損失に計上いたしました。減損損失の内訳は、建物及び構築物831百万円、器具備品12百万円、長期前払

費用131百万円であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額または使用価値により算定しております。正味売却価

額は、売却時の販売価格を時価としております。使用価値は、将来キャッシュ・フローに基づき算定しており

ますが、将来キャッシュ・フローが見込めないため、零としております。

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普　通　株　式 42,554,100株 3,400株 －株 42,557,500株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

決　　　議 株式の種類 配当金の総額
１株当たりの
配 当 額

基　準　日 効力発生日

2020年４月10日
取締役会

普通株式 212百万円 ５円 2020年２月29日 2020年５月７日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的と

なる株式の種類及び数

普通株式 23,400株

－ 4 －
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達してお

ります。

　売掛金、売上預け金、未収入金、敷金及び保証金については、主要な取引先の状況を定期的にモニタリング

し、取引相手ごとに期日及び残高の管理を行い、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握などリスク低減

を図っております。また、投資有価証券は全て株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行

っております。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2021年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額
①　現金及び預金 1,372 1,372 －
②　売掛金 294 294 －
③　売上預け金 2,664 2,664 －
④　未収入金 1,838 1,838 －
⑤　投資有価証券 49 49 －
⑥　敷金及び保証金（※１） 5,143 5,150 6

資産計 11,364 11,370 6
①　支払手形 362 362 －
②　電子記録債務 8,362 8,362 －
③　買掛金 8,705 8,705 －
④　短期借入金 15,300 15,300 －
⑤　未払法人税等 244 244 －
⑥　長期借入金（※２） 2,145 2,127 △17

負債計 35,119 35,102 △17

　（※１）敷金及び保証金には、流動資産「その他」（差入保証金）を含めて表示しております。

　（※２）長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。

－ 5 －
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　（注）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産

①　現金及び預金、②　売掛金、③　売上預け金、④　未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

⑤　投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑥　敷金及び保証金

　敷金及び保証金の時価については、契約期間に基づいて算出した将来キャッシュ・フローを対応する

リスクフリー・レートで割り引いた現在価値から貸倒見積高を控除した価額によっております。

負債

①　支払手形、②　電子記録債務、③　買掛金、④　短期借入金、⑤　未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

⑥　長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額をリスクフリー・レートに信用リスクを加味した利率

で割り引いた現在価値により算定しております。

－ 6 －
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６．退職給付に関する注記

1. 採用している退職給付制度の概要

　当社は、親会社であるイオン株式会社及び同社の主要国内関係会社で設立している確定給付型の企業年金基

金制度並びに確定拠出年金制度及び退職金前払制度を設けております。また、国内連結子会社は、確定給付型

の制度として非積立型の退職一時金制度を設けております。

　なお、国内連結子会社が設けている退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用

を計算しております。

2. 確定給付制度（簡便法を適用した制度を含む。）

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 （百万円）

　退職給付債務の期首残高 1,898

　 勤務費用 104

　 利息費用 7

　 数理計算上の差異の発生額 △156

　 退職給付の支払額 △72

　退職給付債務の期末残高 1,781

　（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に計上しております。

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 （百万円）

　年金資産の期首残高 1,404

　 期待運用収益 50

　 数理計算上の差異の発生額 △23

　 事業主からの拠出額 105

　 退職給付の支払額 △68

　年金資産の期末残高 1,468

　（注） ｢年金資産の期首残高｣及び｢退職給付の支払額｣並びに｢年金資産の期末残高｣は､当社の親会社であるイオ

ン株式会社及び同社の主要な国内関係会社で設立している確定給付型の企業年金基金制度における退職給

付債務の金額の割合に応じて按分計算した金額であります｡

－ 7 －
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(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

（百万円）

　積立型制度の退職給付債務 1,727

　年金資産 △1,468

258

　非積立型制度の退職給付債務 53

　連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 312

　退職給付に係る負債 312

　連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 312

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額 （百万円）

　勤務費用 104

　利息費用 7

　期待運用収益 △50

　数理計算上の差異の費用処理額 65

　確定給付制度に係る退職給付費用 126

　（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に計上しております。

(5) 退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は、次のとおりであります。

（百万円）

　数理計算上の差異 △198

(6) 退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は、次のとおりであります。

（百万円）

　未認識数理計算上の差異 196

－ 8 －
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(7) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

　債 券 40.7％

　株 式 29.9％

　生命保険の一般勘定 11.6％

　その他　（注） 17.8％

　 合 計 100.0％

　（注）その他には、主として現金､オルタナティブ投資が含まれております｡

②長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため､現在及び予想される年金資産の配分と､年金資産を構成

する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております｡

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

　主要な数理計算上の計算基礎

　割引率 0.80％

　長期期待運用収益率 3.60％

（注）なお、上記の他に2016年３月31日を基準日として算定した年齢別昇給指数を使用しております｡

3. 確定拠出制度

　当社の確定拠出制度への要拠出額は、97百万円であります。

4. 退職金前払い制度

　退職金前払い制度の要支給額は､４百万円であります。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 102円93銭

(2) １株当たり当期純損失（△） △298円90銭

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 9 －
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９．その他の注記

（追加情報）

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて

当社グループでは、新型コロナウイルス感染症拡大長期化の影響により、店舗の一時休業や営業時間短縮、

客数の減少などにより売上の減少が続き、経営成績に影響を受けております。

翌連結会計年度末に向けた新型コロナウイルス感染症の状況とそれに伴う事業活動への影響は不透明な状

況となっておりますが、翌第１四半期連結会計期間は影響を受けるものの翌第２四半期連結会計期間以降緩

やかな回復が続くという仮定のもと、繰延税金資産の回収可能性及び固定資産の減損会計などの会計上の見

積りを行っております。

－ 10 －

連結注記表



2021/04/21 21:10:01 / 20697862_株式会社ジーフット_招集通知

個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの………………期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算出)

時価のないもの………………移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品……………………………店舗在庫：「企業会計原則と関係諸法令との調整に関する連続意見書」第四

に定める売価還元平均原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）

倉庫在庫：移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品………………………… 終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）

(3) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産…………………経済的耐用年数に基づく定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　２～39年　　　器具備品　２～20年

無形固定資産…………………定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５

年)に基づいております。

長期前払費用…………………期間均等償却

(4) 引当金の計上基準

貸倒引当金……………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

ポイント引当金………………ポイントカード制度により顧客に付与したポイントの使用に備えるため、過

去の使用実績率に基づき将来使用されると見込まれるポイントに対応する金

額を計上しております。
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賞与引当金……………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち

当事業年度の負担額を計上しております。

退職給付引当金………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる

額を計上しております。なお、数理計算上の差異については、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理をして

おります。

(5) 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 6,923百万円

(2) 関係会社に対する金銭債権・債務（区分表示したものを除く。）

短期金銭債権 9百万円

短期金銭債務 7,514百万円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高 16,235百万円

営業取引以外の取引による取引高 757百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
末の株式数

普　通　株　式 12,286株 －株 －株 12,286株

－ 12 －
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５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 （百万円）

減価償却超過額 272

減損損失 1,006

資産除去債務 461

商品評価差額 394

未払事業所税 13

未払社会保険料 9

ポイント引当金 4

賞与引当金 61

退職給付引当金 21

繰越欠損金 4,074

その他 113

繰延税金資産小計 6,432

評価性引当額 △6,387

繰延税金資産合計 44

繰延税金負債

未払事業税 △16

資産除去債務に対応する除去費用 △28

繰延税金負債合計 △44

繰延税金資産の純額 －
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６．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

名称等 当社との関係
議決権等の

所有(被所有)割合
取引の内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

イオン㈱ 親会社
(被所有)
直接 61.93％
間接  4.96％

株式の売却代金 1,239 － －

株式の売却益 756 － －

（注）取引条件及び取引条件の決定方針

株式売却価格は、市場価格に基づき決定しております。

(2) 関連会社等

名称等 当社との関係
議決権等の

所有(被所有)割合
取引の内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

イオンスポ
ーツ商品調
達㈱

関連会社
(所有)
直接 50.00％

商品の仕入 15,904 買掛金 7,440

（注）取引条件及び取引条件の決定方針

イオンスポーツ商品調達㈱との取引は、一般取引と同様、市場価格に基づき交渉のうえ決定しております。
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(3) 兄弟会社等

名称等 当社との関係
議決権等の

所有(被所有)割合
取引の内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

イオンリテ
ール㈱

親会社の
子会社

－

売上金の預入 － 売上預け金 1,626

保証金の差入 －
敷金及び保証金 1,094

保証金の戻入 30

家賃の減免 47 － －

イオンモー
ル㈱

親会社の
子会社

(被所有)
直接  1.22％
(所有)
直接  0.00％

売上金の預入 － 売上預け金 422

保証金の差入 40
敷金及び保証金 2,316

保証金の戻入 136

家賃の減免 129 － －

イオントッ
プバリュ㈱

親会社の
子会社

－ 商品の仕入 6,093

未収入金 783

電子記録債務 1,930

買掛金 1,012

（注）取引条件及び取引条件の決定方針

イオンリテール㈱、イオンモール㈱及びイオントップバリュ㈱との取引は、一般取引と同様、市場価格に

基づき交渉のうえ決定しております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 104円22銭

(2) １株当たり当期純損失（△） △297円43銭

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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９．その他の注記

（追加情報）

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて

当社では、新型コロナウイルス感染症拡大長期化の影響により、店舗の一時休業や営業時間短縮、客数の

減少などにより売上の減少が続き、経営成績に影響を受けております。

翌事業年度末に向けた新型コロナウイルス感染症の状況とそれに伴う事業活動への影響は不透明な状況と

なっておりますが、翌第１四半期会計期間は影響を受けるものの翌第２四半期会計期間以降緩やかな回復が

続くという仮定のもと、繰延税金資産の回収可能性及び固定資産の減損会計などの会計上の見積りを行って

おります。
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